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再 評 価 調 書 （案） 

Ⅰ 事業概要 

事 業 名 林道事業（過疎山村地域代行林道事業） 

地 区 名 河上
かしょう

瀬
ぜ

柏
かしわ

洞
ぼら

線
せん

事業箇所 豊田市大野瀬町
おおのせちょう

 地内 

事業の 

あらまし

河上瀬柏洞線は、豊田市の北東部矢作川上流域に位置し、起点は「国道 153 号」と接続し、終

点は「主要地方道瑞浪大野瀬線」と接続する計画延長 9,800ｍ、利用区域面積 347ha を有する幹

線的な林道である。 

 三河地域のなかで豊富な森林資源を有する当地区において、これらの有効な活用と森林の適切

な管理・保全のための林内路網が必要とされてきた。 

本事業は、経済的かつ効率的な森林整備を可能にすることにより、水源かん養などの森林の持

つ公益的機能や林業生産性の向上を図るための、林内路網の幹線となる林道を開設するものであ

る。 

事業目標

【達成（主要）目標】 

 森林整備の効率化  

林道を開設することにより、間伐等の森林整備を1年当たり利用区域面積（347ha）の 2％実

施する。 

【副次目標】 

 ― 

計画変更

の推移 

事業 

採択時

(1993)

再評価時

(1回目)

(1998)

再評価時

(2回目)

(2003)

再評価時

(3回目)

(2008)

再評価時

(4回目)

(2013)

再評価時

(5回目)

(2017)

再評価時

(6回目)

(2022)

変動要因の分析 

事業期間 

1993 

～ 

2007 

1993

～

2015

1993

～

2017

1993

～

2026

1993

～

2026

変更なし 

事業費 

（億円） 
11.7 15.7 15.3 18.4 18.4

変更なし

経

費

内

訳

工事費 11.7 15.7 15.3 18.4 18.4

用補費 － － － － － － －  

その他 － － － － － － －  

事業内容 
林道開設 

延長9,300m 

幅員 4.0m 

林道開設 

延長9,800m 

幅員 4.0m 

変更なし 

（別紙２）
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Ⅱ 評価

①

事
業
の
必
要
性
の
変
化

1)必要性の

変化 

【事業採択時の状況】 

当路線の利用区域内には整備を必要とする森林が広がっているが、必要な路網整備がされ

ておらず、林内アクセスが困難な状況にあるため、整備が進まない状況にある。 

【再評価時(6回目)の状況】 

 林道の開設に併せて、計画的に森林整備が進んでいる（2021 年時点の森林整備の達成目標

194.3ha に対して 200.4ha）。しかし、林道の未開設区間では手入れの必要な森林が依然とし

て未整備であることから、林道開設による林内へのアクセス向上が必要なことに変化はない。

【変動要因の分析】 

近年、台風や線状降水帯など豪雨による自然災害が頻発化、激甚化しており、森林の有す

る山地災害防止機能等の重要性が増している。 

判定 

A 
A： 事業着手時に比べ必要性が増大している。 

B： 事業着手時に比べ必要性にほとんど変化がない。 

C： 事業着手時に比べ必要性が著しく低下している。 

【理由】 

既に開設済みの区間では森林整備の実績があり、今後も森林整備の推進のために林道開設

は必要。 

森林の持つ公益的機能を発揮させるための森林整備の重要性は増しており、林内へアクセ

スするための林道の必要性も増大している。 

②

事
業
の
進
捗
状
況
及
び
見
込
み

1) 

進捗 

状況 

【事業計画及び実績】 

1993 ～ 2016 2017 
～2021 

2022 
～2026 

計 

工種区分

調査・設計 

林道開設工事

その他 

事業費 

（億円） 

前回計画 14.0 2.4 2.0 18.4 

実 績 14.0 2.6  16.6 

今回計画 14.0 2.6 1.8 18.4 

【進捗率】 

これまでの計画に対する達成状況 全体進捗状況 

計画 実績 達成率（％） 計画 達成率（％）

【①】 【②】 【②÷①】 【③】 【②÷③】 

延 長(Km) 9.00 9.09 101.0 9.80 92.8 

事業費（億円） 16.4 16.6 101.2 18.4 90.2

工 事 費 16.4 16.6 101.2 18.4 90.2

用 補 費 － － － － － 

そ の 他 － － － － － 

【施工済みの内容】 

林道開設 延長9,091ｍ 幅員4.0ｍ  

【事後評価に準ずるフォローアップ】 

2021年時点の達成目標194.3haに対して、200.4haの森林整備が実施されている。 

2) 

未着手又

は長期化

の理由 

前回評価時の地形及び地質などの要因により開設が困難な区間の見通しを踏まえた計画に沿

って事業を進めており、今回の計画における変更点はない。 



3 

3) 

今後の事

業進捗の

見込み 

【阻害要因】 

阻害要因となった脆弱な地質、施工が困難な岩盤・急峻な地形の区間の開設は今年度には完

了する見込み。今後は計画どおりの事業実施が見込まれる。 

【今後の見込み】 

前回評価時の計画に沿って2026年度に完了予定。 

判定 

B

A：これまで事業は順調であり、引き続き計画通り確実な完成が見込まれる。 

B：次のいずれか（該当する項目に「○印」を付ける） 

・これまで事業は順調である。今後は多少の阻害要因が見込まれるものの、一定の

期間等を要すれば、解決できる見通しがあり、ほぼ計画通りの完成が見込まれる。

・これまで事業が長期化していたが、事業期間を延長したことにより、今後は阻害

要因がなく、ほぼ計画通りの完成が見込まれる。 

・これまでの事業長期化により、事業期間を延長した。今後も多少の阻害要因が見

込まれるが、一定の期間等を要すれば、解決できる見通しがあり、ほぼ計画通り

の完成が見込まれる。 

C：阻害要因の解決が困難で、現時点では、事業進捗の目処がたたない。 

【理由】 

地形等による阻害要因はほぼなくなり、現在の計画どおり2026年度の完成が見込まれる。 

③

事
業
の
効
果
の
変
化

1) 

貨幣価値化

可能な効果

（費用対効

果 分 析 結

果）の変化

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析の算定基礎となった要因変化の有無】 

 前回評価時から大きな変化はない。 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析結果】 

区分 
再評価時 
(4回目) 

再評価時 
(5回目) 

再評価時 
(6回目) 備 考 

（基準年2013） （基準年2017） （基準年2022）

費用
(億円)

事業費 22.1 30.7 ― 

維持管理費 ― ― ― 

合計（C) 22.1 30.7 ― 変更なし 

効果
(億円)

木材生産等便益 2.4 3.4 ― 
森林整備経費縮減等便益 23.3 29.7 ― 

その他 0.8 0.6 ― 

合計（B） 26.5 33.7 ― 変更なし 

(参考)

算定
要因

森林整備計画面積（ha） 302.9 279.7 ― 変更なし 

木材価格（円/m3） 17,400 15,600 ― 変更なし 

費用対効果分析結果（B/C) 1.2 1.1 ― 変更なし 

※金額は、社会的割引率(4%)及びデフレーターを用いて現在の価値に換算したもの。  

※費用対効果分析については、愛知県公共事業評価実施要領細則により、原則として、事前評

価時（前回評価時）と比べ、その要因が３割を超えて変化している場合、または費用対効果分

析結果が１未満になる恐れがある場合に実施するとされており、今回の評価では算定していな

い。 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析手法】 

「林野公共事業における事業評価マニュアル（令和4年 4月）」に基づき算出している。 

注）事業費＝「林道開設にかかる事業費」＋「開設された林道を利用した森林整備の費用」

【変動要因の分析】 

費用対効果の算定基礎となった要因に大きな変動はない。 
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2) 

貨幣価値化

困難な効果

の変化 

【事前評価時の状況】 

該当なし 

【再評価時の状況】 

該当なし 

【変動要因の分析】 

該当なし 

判定 

A

A：事業着手時とほぼ同様の事業効果が発現される見通しがある。 

B：事業着手時と比べ低下が見られるが、十分な事業効果が確保される見通しがあ

る。 

C： 事業着手時と比べ著しく低下し、現時点では事業効果が確保される見通しが立た

ない。 

【理由】 

開設済みの区間においては間伐等の森林整備が着実に実施されているため、事業着手時と

同様の事業効果が発現されると見込まれる。 

Ⅲ 対応方針（案） 

継

続

中止：上記①～③の評価で一つでもＣ判定があるもの。 

継続：上記以外のもの。 

Ⅳ 事後評価実施の有無と主な評価内容 

■対象（事業完了後５年目） □対象外  

【事業完了後５年を越えて実施する理由・対象外の理由】 

 ― 

【主な評価内容】 

 間伐等の森林整備の状況から事業効果を確認する。 

Ⅴ 事業評価監視委員会の意見 

Ⅵ 対応方針 


